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令和３年 第４回 北海道議会定例会 予算特別委員会〔総務部所管〕開催状況

開催年月日 令和３年１２月１３日（月）
質 問 者 日本共産党 真下 紀子 委員
答 弁 者 職員監、人事局長、人事課長、給与服務担当課長

改革推進課長、防災教育担当課長

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

二 人事施策について
（一）女性登用、多様な人材の登用について
１ 女性公務員の管理職の登用状況について （人事課長）

次に人事施策について、これまでの女性登用に加え 女性の登用状況についてでありますが、今月公表さ
て、多様な人材の登用について、お伺いします。女性 れました、内閣府における「女性公務員の管理職の登
公務員の管理職の登用状況について、道の現状と、全 用状況調査」によりますと、本年４月１日現在の知事
国平均、全国比では何位なのか、お答えください。ま 部局と教育、警察を含めた課長相当職以上の女性の割
た、登用率が10％を超えている県はどのくらいか、お 合は、都道府県平均の１１．８％に対し、北海道は７．
聞きします。 ４％で順位は４４位となっているところでございま

す。
なお、全国で登用率が１０％を上回っているのは、

３０都府県となっております。

２ 職位別登用状況の推移について （人事課長）
ずいぶんと水をあけられておりますね。それで、職 職位別の登用状況についてでありますが、道では、

位別の登用状況についてはどうでしょうか。推移と目 女性活躍促進法に基づき、「特定事業主行動計画」を
標との比較についても併せてお示し願います。 策定し、その中で、知事部局における女性職員の登用

に関する令和６年度までの数値目標を定めており、「本
庁課長級以上の女性職員の割合を１０％」とする目標
に対しまして、令和元年度は７．７％、令和２年度は
８．６％、令和３年度は９．０％となっているところ
でございます。
また、「本庁係長級以上の女性職員の割合を２０％」

とする目標に対しましては、令和元年度は１４．６％、
令和２年度は１５．３％、令和３年度は１５．９％と
なっているところでございます。

まだ目標に届いていない状況が続いているというこ
とですね。

３ 部長職の推移について （人事課長）
４年前の2017年（H29)、女性部長職が２年連続ゼロ 部長相当職の推移についてでありますが、知事部局

だったことを議会で指摘いたしました。部長職はその における部長相当職への女性の登用につきましては、
後、どうように推移をしているのか。総計と併せてお 平成２８年度及び平成２９年度の登用はありませんで
答えください。 したが、平成３０年度が部長相当職４２名のうち、女

性が１名、令和元年度が４２名のうち、女性が３名、
令和２年度が４２名のうち、女性が２名、令和３年度
が４４名のうち、女性が３名となっているところでご
ざいます。

全然増えていかないわけなので、知事にもその姿勢
をお聞きしなければならないと思います。

４ 道庁における採用者に占める女性の割合について （人事課長）
道は、女性登用を推進するために、すそ野を広げる 新規採用者に占める女性の状況についてであります

とこれまで繰り返し繰り返し言っておりましたけれど が、知事部局における４月１日付けの主事や技師など
も、そもそも採用者に占める女性の人数と比率という の試験職の採用状況では、令和元年度が採用者数５２
のはどのように推移していますか。 ９名のうち、女性が１４７名で、その割合は２７．８

％、令和２年度が採用者数６３４名のうち、女性が１
７９名で、その割合が２８．２％、令和３年度が採用
者数５０８名のうち、女性が１５０名で、その割合は
２９．５％となっておりまして、女性職員の割合は近
年、増加しているところでございます。

５ 今後の幹部登用への影響について （人事課長）
率は微増なんですよね。人数は減少しています。こ 女性の登用についてでありますが、女性職員の幹部

れではですね、今後幹部登用への影響はないのか懸念 職員への登用拡大を進めていくためには、将来の幹部
されますが、どう見通していらっしゃるんでしょうか。 候補となる課長補佐級や係長級の女性職員層に厚みを

持たせ、裾野を拡大していくことが重要であります。
そのため道では、人事委員会等と連携しながら、女

性を対象とした採用セミナーを実施し、先輩女性職員
の経歴や体験談を紹介する機会を設けるなど、受験者
確保に努めるほか、メンター制度の導入や女性職員支
援室によるワンストップの相談対応など職員のサポー
ト体制を構築するとともに、女性職員を対象としたキ
ャリアデザイン研修の実施など、女性職員の活躍に向
けた支援や働きやすい職場づくりに取り組んできたと
ころであり、これらの取組を着実に積み重ね、将来の
女性幹部職員の育成・登用拡大に努めてまいります。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

５－再 今後の幹部登用への影響について （人事課長）
直実に進めてきても、中々効果が大きく表れないと。 女性の受験者確保に向けた取組についてであります

他都府県に比べてですね、非常に水をあけられてる状 が、道では、これまで、大学訪問や就職ガイダンスに
況です。女性職員の確保を強化する工夫した取組って おける仕事内容や福利厚生制度の紹介のほか、先程も
いうのが今後一層必要になると思うんですけど、新た 答弁させていただきましたが、人事委員会等と連携し
にどのように取り組んで行くのかお聞きします。 ながら、女性を対象とした職員セミナーを実施するな

ど、道の仕事の魅力を伝える機会を充実させる取組を
進めてきたところでございます。
道といたしましては、こうした取組に加えまして、

今後、昨年開設しました職員採用ポータルサイトを活
用し、道への入庁を目指す方々へ、様々な分野で活躍
する女性幹部職員からのメッセージを発信するほか、
獣医師など技術職の分野で活躍する女性のロールモデ
ルを紹介する活躍事例集を取りまとめるなど、入庁前
から採用後のキャリアを具体的にイメージしてもらえ
るよう、女性を対象とした道庁の魅力発信を強化しな
がら、意欲と能力にあふれる優秀な人材の確保に努め
てまいります。

優秀な人材の確保ってね、そういう言い方はちょっ
と失礼かなと思うんですよね。人材は、たくさん色ん
な差があって採用するわけですから、その人達を優秀
に育てて行くのが、Smart道庁なんでしょ。そうです
よね、次長。やっぱりそこのところを、しっかりと取
り組んでいただかないと困るわけです。

６ 研修の実施、相談体制の整備等について （人事課長）
男女共同参画推進法の今年６月の改正では、セクハ ダイバーシティなどの理解を深める取組についてで

ラ、マタハラについて、性的言動、妊娠または出産に ありますが、道では、毎年５月のコンプライアンス確
関する言動などに起因する問題の発生の防止が書き込 立月間に実施します職場研修をはじめ、新規採用職員
まれています。 などを対象とした階層別研修において、性的マイノリ
ジェンダー平等とともに、ダイバーシティについて、 ティへの理解など、ハラスメント防止に向けた講座を

研修の実施、相談体制の整備等による防止が位置づけ 実施しているほか、各部局や振興局に相談窓口を設置
られたところですけれども、道はどう取り組んできた するなどの取組を行っているところでございます。
のでしょうか。 また、能力開発研修において、多様性を持った職員

一人ひとりの個性を尊重し、能力を最大限に引き出す
マネジメント力の修得を目的とした「ダイバーシティ
マネジメント研修」を実施するとともに、通信教育講
座の対象に、今年度、新たに、「女性活躍推進からは
じめるダイバーシティの実践」といった講座を追加す
るなど、職員のダイバーシティなどの理解促進はもと
より、多様な人材を活かすマネジメント能力の向上に
向け、取組を進めているところでございます。

そうはいってもですね、ジェンダー平等ですとか、
ダイバーシティの考え方っていうのは、道庁内には浸
透していないんじゃないかと考えるところです。

７ 多様性を尊重した審議会等の任用について （改革推進課長）
意思決定過程に女性を登用していくということは重 附属機関における委員の選任についてであります

要で、これまでも、審議会等道の附属機関においてど が、道が定める「附属機関等の設置又は開催及び運営
うなっているかということをお聞きしてきたのですけ に関する基準」に基づき、各部において、地方公務員
ど、今回はこの中で、附属機関の運営基準に記載され 法上の特別職非常勤職員として選任をしているところ
ております４０歳未満、若い世代の意見の反映という でございます。
ことについてお聞きします。 この基準では、委員の選任に当たって、従前から、
多様な意見反映ができるように、推進していくとい 委員の年齢や任期の上限とともに、女性の積極的な登

うことで、この若い世代の意見反映、さらに進める必 用について留意するよう定めてきたところでございま
要があるのと思うのですけれども、今後の任命に向け す。
てどのように取り組むのかお聞きます。 平成２８年には、若者世代を選任することへの配慮
また、委員構成についても、併せてお聞ききします。 や女性委員の任期を最長９年から１２年とする特例を

加えるなど、委員構成の多様性の確保に向け、随時、
見直しを図ってきたところでございまして、今後とも、
社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ基準の見直し
を図るなど、附属機関の審議において、幅広い意見の
反映がなされるよう努めてまいります。
なお、令和３年１２月８日現在でございますが、当

課で把握をしてます知事部局における委員総数１，４
４４名のうち、４０歳未満の委員については、７０名、
登用率は４．８パーセントとなってございます。

胸張れる数字ではないと思いますので、ここのとこ
ろはしっかり取り組んでいただきたいと指摘をしてお
きます。
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質 問 要 旨 答 弁 要 旨

８ 防災会議の女性委員について （防災教育担当課長）
道の防災会議の女性委員が少ないということが指摘 防災会議の女性委員についてでございますが、道の

されておりまして、この現状と、なぜ女性委員の参画 防災会議委員は、災害対策基本法に基づいて市町村長
が進まないのか理由を伺います。 や消防機関の長など職位が指定されているほか、道開
あわせて、女性委員の参画を促進するためにどのよ 発局などの国の地方機関やＪＲ北海道等の指定公共機

うに取り組むのかお聞きします。 関の役員または職員、このほか学識経験者などから選
任されており、現在６８名の委員のうち、女性は６名
となっております。
選任に当たりましては、各構成機関から推薦をいた

だいており、そのほとんどが、機関の代表者や職位に
基づく推薦となっていることが、女性委員の比率が低
くなっている大きな要因と考えられます。
道としては、女性委員の比率が高まることで、防災

対策に女性の視点が取り入れられ、多様な人々へ配慮
したニーズの把握や対策が期待できることから、構成
機関に、女性委員の推薦を働きかけるなど、女性委員
の登用に努めてまいります。

（指摘）
避難所では性暴力被害まで出ていますから、必ず女

性委員を増やしてください。

９ 職員の育児休業、出生時の休暇取得状況について （給与服務担当課長）
職員の育児休業、出生時の休暇取得状況を男女別で 職員の育児休業等の取得状況についてであります

お示しいただきたい。 が、道における過去３年間の育児休業の取得率につき
ましては、男性職員は、平成３０年度が６．９％、令
和元年度が８．１％、令和２年度が１９．９％であり、
女性職員につきましては、いずれの年度も１００％と
なっているところでございます。
また、出生時に取得できる休暇について、男性職員

が配偶者の出産に係る入退院等のために取得できる配
偶者出産休暇の取得率は、平成３０年度が８２．３％、
令和元年度が８７．８％、令和２年度が９２．５％、
また、配偶者の出産時に子どもの養育のために取得で
きる育児参加休暇の取得率は、平成３０年度が５３．
８％、令和元年度が６８．６％、令和２年度が７５．
２％となっているところであり、一方、女性職員につ
きましては、出生後に取得する産後休暇の取得率は、
いずれの年度も１００％となっているところでござい
ます。

10 産休・育休時の欠員補充、復職支援について （人事課長）
この点でも、ジェンダー平等の観点からですね、男 産休や育休職員への支援等についてでありますが、

性職員が休業を取れるようになってきているとはい 道では、職員が安心して育児休業等を取得できるよう
え、さらにすすめなければなりません。 事務分担の見直しや職場内の応援体制の構築、さらに
そのために、産休・育休時の欠員補充、短時間勤務 は、あらかじめ育児休業取得予定者を把握した上で、

からの復職支援等に、どう取り組んできたのかお聞き 従前の臨時職員に加えて、定数内職員や任期付職員の
します。 ほか、会計年度任用職員により、代替職員の配置を行

っているところでございます。
また、育児休業中の職員が不安なく職場復帰できる

よう、短期間の職場復帰準備体験ができる「慣らし勤
務制度」や、リモートアクセス端末を利用しての在宅
勤務など、職場復帰支援にも取り組んできたところで
あり、引き続き、各種制度の効果的な運用に努めてま
いります。
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11 同性カップルへの対応について （給与服務担当課長）
パートナーシップ制度を導入している自治体では、 パートナーシップ制度を導入している自治体におけ

同性パートナーを持つ職員に対する福利厚生や休暇制 る対応等についてでありますが、同性パートナーシッ
度、諸手当の取扱はどのようになっているのか。また、 プ宣誓制度を導入している府県のうち、一部の団体に
同性カップルが養子縁組で子育てをした場合は、どう おいては、同性パートナーを有する職員に対し、福利
いう扱いとなっているのか。 厚生制度に基づく結婚祝い金などの支給をはじめ、結

婚休暇などの慶弔休暇や、パートナー等を介護するた
めの休暇などの取得を可能としているほか、給与面で、
そのパートナーについて、扶養手当等の対象とするこ
とができる取扱としている団体もあるものと承知して
おります。
なお、養子縁組をした場合の取扱につきましては、

職員自身が養子縁組をし、法的に親子関係が成立した
場合においては、育児や子育てに係る休暇をはじめと
した各種制度の活用のほか、扶養手当支給などの対象
となるものでございます。

（指摘）
今のままでは同性カップルが不利益になることがわ

かりました。ＳＤＧｓを本気で追及するなら、早くパ
ートナーシップ制度を道としても取り組むべきだと指
摘しておきます。

12 ジェンダー平等、ダイバーシティ実現の取り組みに （人事局長）
ついて 人事施策におけますジェンダー平等などについてで
ジェンダー平等、ダイバーシティを実現するために、 ございますが、性別や障がいの有無などに関わらず、

性別による人事上の差別というのはあってはならない すべての職員が意欲を持って、安心して働き続けられ
時代になっています。今後、どのように人事施策を進 る職場環境を整えることは、組織の活力向上や、将来
めていくのかお聞きします。 の道政運営を担う優秀な人材の確保にも繋がるものと

認識をしてございます。
このため道では、女性の活躍促進に加え、男性の育

児休業の取得促進や時間外勤務の縮減、在宅勤務の推
進など、ワークライフバランスの確立に向けた多様で
柔軟な働き方を支援する取組を行ってきたところでご
ざいます。
道といたしましては、今後とも、女性の登用や職域

拡大に努めることはもとより、職員個々の事情にも配
慮したきめ細かな人事管理など、男女を問わず様々な
ライフステージの変化に柔軟に対応しながら、意欲と
能力を活かして、働き続けることができる職場環境づ
くりに取り組んでまいる考えでございます。

その際ですね、リーン・イン・フェミニズムに陥ら
ないようにくれぐれもご注意をいただきたいと思いま
す。

（二）障害者の採用について
次に、ダイバーシティの観点から、障害者の採用に

ついてです。SDGsによって、障害者雇用は、ゴール８
「働き甲斐も成長も」に含まれます。また、都道府県
の正職員採用試験の障害者枠について、障害者雇用促
進法では身体障害者だけでなく、精神・発達障害者を
含む知的障害者の雇用が義務づけられています。
ところが率先して取り組むべき北海道が、2018年時

点で、身体障害者に限定をした対策を取っていたと。
2017年の決算委員会で、佐野弘美議員が質問しまして、
2019年度からようやく精神、知的障害者にも受験資格
を拡大しました。しかし、ほとんど採用されていない
のが実情です。

１ 障害者の正職員任免状況について （人事課長）
そこで、まず、2019年度以降、障害の種別に、正職 障がい者の採用状況についてでありますが、道では、

員としての応募、合格・採用状況の推移、及び2019年 障害者雇用促進法の趣旨を踏まえ、令和元年度から、
度比較も合わせ、お示し願います。 身体障がい者に加え、精神や知的障がい者も対象とし

た常勤職員の採用選考を実施しており、令和元年度は、
受験者が２１５名、合格者が３４名、採用者が３０名
となっておりまして、このうち、精神や知的障がいが
ある方は１５名となっているでございます。
また、令和２年度は、受験者が２２４名、合格者が

３０名、採用者が２５名となっておりまして、このう
ち、精神や知的障がいがある方は１１名となっている
でございます。
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２ 知的障害者の任用が進まない背景・理由について （人事課長）
この答弁からはわからないんですけれど、実際は知 知的障がいのある方の採用についてでありますが、

的障害者の方の採用はほとんどないというふうに承知 障がいのある方を対象とした採用選考の実施にあたっ
しております。その背景、理由を道はどのようにお考 ては、採用後、一般的な事務に従事していただくこと
えになっていらっしゃるか。また、この間、どのよう を基本として、合否を決定しているところであります。
な改善努力をしてきたのか、お伺いします。 障がいの種類や程度により、試験の内容や合否基準に

差を設けていないところでございます。
また、道では、障がいのある職員が、長期間にわた

り、意欲を持って能力を発揮できるよう、「障がい者
活躍推進計画」を策定し、支援・相談体制を整備する
とともに、人事課の職員が、障がいのある職員や所属
長と直接意見交換することで、様々な課題を把握し、
勤務環境の整備に向けて取り組んでいるところでござ
います。

一律試験、一律合否判断、これは差別にあたると思
います。合理的配慮に欠ける状況です。

３ 他都府県の状況について （人事課長）
他都府県の取り組みはどのように把握しています 採用試験の実施状況についてでありますが、全国す

か。 べての都道府県において、知的障がい者を対象に含め
た障がい者採用試験を実施しておりまして、そのうち、
愛知県、京都府、鳥取県、島根県、広島県で、知的障
がい者のみを対象とした試験を実施しているところで
ございます。

４ 北海道職員等採用選考試験の基準について （人事課長）
これが合理的配慮と言うんですよ。私どもの調査に 障がい者を対象とした採用選考についてであります

よりますと、愛知県では、知的障害者枠の採用選考試 が、道では、障がいのある職員につきましても、一般
験を実施して、毎年度数名を採用しているとのことで 的な事務に従事することを基本と考えており、公務員
す。道は、どのような基準で採用しているのか。一律 として必要な一般知識や課題に対する理解力などを公
基準では障害特性に合わせた採用とはいえません。こ 平に判定する、採用選考を実施しております。
れは排除に繋がってしまいます。障害を理由に排除し また、精神や知的障がいのある受験者には、就労支
ないために、障害特性を考慮した試験とすることが必 援機関の職員の同席を可能とするなど、希望者には、
要ではないかと考えますが、いかがですか。 受験にあたって必要な配慮を行っているところであ

り、引き続き、障がいの特性に配慮した採用選考の実
施を通じ、障がい者の採用に努めてまいります。

それでは全く不十分で納得いきませんので、知事に
お聞きしたいと思います。

５ 就業環境等の情報公開について （人事局長）
道は、個人情報保護を理由として採用状況の開示に 就業環境等の情報公開についてでございますが、障

も否定的なんですけれどもね、愛知県では採用予定数 がいのある方の中には、自身の障がいを他人に知られ
や具体的勤務場所について、どこで、どのような環境 たくないという方も多く、全職員を対象とした障がい
で、どのような仕事をしているのか、これ、経時的に 者雇用率の調査では、所属長を通じず、直接人事課に
明らかにしているんです。公表しているんです。その 報告を行うことも可能とするなど、障がいのある方の
ことによって、本人、保護者、支援者、学校も就業イ 心情やプライバシーに配慮した、慎重な対応を行って
メージを持つことができる。個人情報にも抵触しない きているところでございます。
ようにイメージをもってトライできるようにすること 道では、知的障がいのある方も含め、障がい者採用
は、これは重要なことだと考えるんですけれど、道は 選考で採用となった方々につきましては、採用後は、
どう取り組みますか。 できる限り、個々の障がいの特性を考慮した上で､一

般的な事務に従事することを基本と考えており、一概
に、採用後の業務内容を詳細には示し難い面もござま
すが、今後、現在働いている職員のプライバシーの保
護にも留意しながら、就業環境などの具体的なイメー
ジが持てるような募集のあり方につきまして、人事委
員会とも連携しながら、検討を進めてまいります。

いやいやそれでは不十分ですよ。一般的な業務とい
うことではね、採用から除外されてしまうことが事実
として、今の現状が示してるんじゃないでしょうか。

６ 非正規の障害者の採用について （人事課長）
一つ提案なんですけれども、道庁では、会計年度任 障がい者を対象としました会計年度任用職員の採用

用職員に障害者採用枠があるのか。非正規雇用による についてでありますが、道は、公的機関として、率先
障害者の採用はどうなっているのか。そこから正職員 して障がい者の雇用を推進する立場にあるとの認識の
に進んでいくという道もあるんですけれども、この点 もと、例年実施しております常勤職員の採用選考とは
についてはいかがですか。会計年度任用職員のことに 別に、令和元年度から会計年度任用職員の採用選考を
ついてだけお聞きします。 実施しまして、令和２年度に２４名、令和３年度に２

２名を採用したところでございます。
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７ 非常勤から正職員への転用等新たな取り組みについ （職員監）
て 障がい者の採用についてでありますが、誰もが生き
しかし、知的障害の方は一人も採用されてないんで いきと活躍できる社会の実現のため、障がい者がその

すよ。東京では、知的障害者を対象として会計年度任 能力と適性に応じて働くことができるよう、道が率先
用職員から、正職員に転用する制度が今年度から始ま して障がい者の雇用に取り組むことは重要であると考
って、４人が正職員に転用していると聞いています。 えております。
やっぱりこういう方法を考えていく必要があるんじ そのため、道では、令和元年度から精神や知的障が

ゃないかと考えますが、職員監、今後、どう改善して い者も対象とした常勤職員や会計年度任用職員の採用
いくのか、明確にお答えください。 選考を実施し、多様な受験機会の確保に取り組むとと

もに、採用した会計年度任用職員に対してましては、
本人の意向なども踏まえ、常勤職員としての採用に向
けた受験情報の提供や、受験しやすい環境への配慮に
努めているところであります。
道といたしましては、今後とも、障がいのある職員

の担当業務など、国や他都府県における取組事例を収
集するとともに、障がいのある職員と意見交換を行う
など、個々の障がいの特性を踏まえた職域拡大に向け
た検討を行うほか、きめ細かな職場環境の整備をより
一層進めながら、障がいのある職員の活躍の場の拡大
に取り組んでまいります。

しかし、残念ながら結果が出ていませんので、知事
に、総じて質問したいと思いますので、お取りはから
いをお願いします。


